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そのコーラ、環境破壊 の味がする？
多国籍企業の環境問題と国家責任

問い：インドのコカ・コーラ工場（ケララ州プラチマダ村の地下水問題）

事件の経緯　
2000年 コカ・コーラのインド子会社の工場が操業を開始

2002年 住民が地下水の過剰取水・汚染を訴え、抗議

2003年
州の高等裁判所が「国には地下水を守る義務がある」と判断
（インドの国内法上の判断で、2005年に控訴審で覆された）

→ 企業（コカ・コーラ子会社＆親会社）が責任を取らないなら、国（国籍国：アメリカ）に責任を問えるのか？
問い 企業による環境被害に対し、国家にも国際法上の責任を問えるのか？

国際法の仕組み：国家責任・私人・帰属

国家責任とは

国家責任＝国が国際法に違反した場合に、

違反をやめさせ、賠償の義務を負わせること

成立要件

① 国に帰属 ② 国際法上の義務違反＋

企業は国際法では「私人」
私人＝国家機関ではない個人や集団

一般市民 学生 NGO

民間企業 反政府武装組織 民兵など

原則：私人の行為は国に帰属しない

　　→　国家は責任を負わない

例外：国に帰属する場合

ILC国家責任条文

第5条 国から統治の権限の一部を任された団体の行為
（例：民営化された水道事業者）

第8条 国が指示・指揮・統制していた場合

第11条 国が後から自分の行為として認めた場合　

国家責任を問う上での課題
1　帰属の壁

企業の行為が国に帰属するには、国による

実効的な支配 が必要（ニカラグア事件）

⇒ 環境破壊を命令する国はないので、
この道はほぼ使えない

2　相当の注意義務  の限界

国が企業をきちんと監督しなかったこと（不作為）を
問う道がある（トレイル溶鉱所事件）。この義務は、
環境影響評価・通報・協議といった手続きとして
具体化されている（コスタリカ・ニカラグア事件）

⇒ 「相当の注意」が払われていれば、国の
責任を問うことは困難

3　国家による規制のジレンマ

被害が起きた国は、外資の撤退を恐れて規制に消極的

企業の本国は、国外への規制に慎重

⇒その結果、企業への規制が不十分になる

結論
実例：BHP事件　ブラジル・フンドン尾鉱ダム決壊事故

2015年
ブラジルでダムが決壊

19人が死亡。ダムを運営していたのは、BHPと

ヴァーレが50%ずつ出資する合弁会社

訴訟
英国で提訴

被害者ら60万人超が、事故当時BHPの世界本社の

一つがあった英国で提訴

2025年11月
BHPの責任を認定

ロンドン高等法院が、ブラジル法に基づき

BHPの責任を認めた
※責任についての第1段階の判断で、賠償額は別の手続きで決まる

結論 1 企業による環境破壊について、国家が当然に国際法上の責任を負うわけではない

結論 2 企業の本拠地の国で親会社の責任を問う道は、万能ではないが、
企業の責任を追及する有力な手段として、実際に判決も出始めている
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2004年 抗議を受け、工場が生産を停止

2010年 州政府の委員会が約21.6億ルピーの賠償を勧告

2022年 報道時点でも賠償は支払われていない

会社側の主張：「原因は降雨量の減少」→ 工場の関与を否定している

＊

＊ILC国家責任条文：国が国際法を破ったときの「責任のルール」を国連の専門家がまとめたもの

＊

＊帰属：ある人や団体の行為を「国の行為」とみなすこと

＊

＊

＊実効的な支配: 国が具体的に指示やコントロールしていなければ、私人の行為は国の行為にならないという基準 ＊相当の注意義務: 被害を防ぐために、国ができる限りの注意を尽くす義務
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